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はじめに
本論文で明らかにしたいのは，⑴なぜ日本は
ECAFEの調査に参加したのか，⑵なぜ日本は日韓
共同開発を行ったのか，⑶なぜ日本は日中共同開発
を指向したのか，という３点である。これらの海洋
石油開発に関する日本の政策について，政策要求を
めぐる対立と妥協という観点から政策過程モデルを
使って分析するものであるが，このような先行研究
は管見の限り見当たらない。国連アジア極東経済委
員会（ECAFE：：UN Economic Commission for Asia 
and Pacific／以下「ECAFE」という。）は，1968年
の石油資源調査の結果を1969年に公表し，東シナ
海にペルシャ湾地域に匹敵する莫大な石油資源の可
能性を指摘した1。この報告書が出たあとの1970年
代に入って，中国や台湾は尖閣諸島の領有権を主張
し始めた。この一連の流れを踏まえ，まず１点目と
して，東シナ海の石油資源問題を引き起こすおそれ
のあったECAFEの調査に，なぜ日本は参加したの
か，その政策過程を明らかにする。その後，東シナ
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要約
　本論文は主に1970年代の海洋石油開発に関する日本の政策について，政策要求をめぐる対立と妥協という観
点から政策過程モデルを使って分析するものである。本論文では，⑴東シナ海における日中の緊張状態の発端
である1968年のECAFEの調査に日本が参加したこと，⑵日本が日韓共同開発を行ったこと，⑶日本が日中共
同開発を指向したこと，の３点について，合理的行為者モデルと増分主義モデルを用いてその政策過程を分析
した。特に⑶については，⑵の日韓共同開発をとおして日中共同開発へ指向していった過程を見るという，先
行研究にはみられない手法でその政策過程の分析を試みた。その結果，⑴については，石油の枯渇が危惧され
る中，高度経済成長期の日本が石油の安定供給を確保するために石油メジャーの技術力や資金力に期待すると
ともに，日米首脳レベルで合意した海洋石油に関する協力を履行するため，ECAFEの調査への参加という合
理的な政策を採ったと分析した。⑵については，ICJが大陸棚の境界について日本に不利な自然延長論の立場
にたった判決を下したあと，韓国が日韓中間線よりも日本側で単独開発の動きをみせるなか，双方のナショナ
リズムを考慮し，日韓関係に関する大局的な観点から，大陸棚の主張を棚上げした日韓共同開発という合理的
な政策を採ったと分析した。⑶については，日本が世界でも例を見ない韓国との共同開発の合意到達と第一次
オイルショックで顕在化した国内石油の不足問題を踏まえ，国際判例上優勢であった自然延長論の立場の中国
に対して，外交関係も考慮しながら，合理的な政策の選択として共同開発を指向していったと分析した。その
際，外務省がGRITを中国側に対して行い，日中共同開発へ中国の関心を向けさせたことも確認した。
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海の大陸棚では日韓共同開発が行われたのである
が，２点目として，なぜ日本は日韓共同開発を行っ
たのか，その政策過程を明らかにする。そして，日
韓共同開発と並行して日中共同開発が国会等におい
て議論されたのであるが，３点目として，なぜ日本
は日中共同開発を指向したのかという点について，
その政策過程を明らかにする。日韓共同開発に関す
る先行研究は，小田滋の日韓大陸棚協定を国際法の
事例として取り上げた研究２や，朴敏圭の日韓両国
の共同開発に至るまでの交渉と日本の国会における
承認・批准の過程を分析し1970年代の日本国内の政
治過程に焦点を当てた研究３などがある。本論文で
は，日韓共同開発をとおして日中共同開発へ指向し
ていった過程を見るという，先行研究にはみられな
い手法でその政策過程を分析してみたい。これらの
分析には，グレアム・アリソン（Graham T. Allison）
がその著書『決定の本質（Essence of Decusion）』の
なかで，キューバ危機の際における米国政府の決定
の分析に用いた３つのモデルのうちの基本的なモデ
ルである合理的行為者モデル（第１モデル）を用い
る。そのプロセスは，
①政策目標の設定
②手段としての選択肢の設定
③予測される結果の分析
④最小の費用と最良結果の原則による決定
であり，国際関係論や外交の伝統的アプローチとさ
れる。アリソンによれば，決定とは，決定者が何ら
かの目標に関する選択肢のなかから選択することを
前提とし，また，政策とは，あるエージェントの目
的に沿った個別事例の多くを実現させることを意味
するとし，意図的なエージェントの行動であるとす
る４。合理的行為者モデルでは，国家または政府が
エージェントであり，合理的で単一の政策決定者と
して想定される。国家または政府は，あたかもひと
つの統一された意思をもって行動するアクターとみ
なされる。国家または政府は，個人であるかのよう
に人格化されており，自らの目標や目的を達成する
観点から，さまざまな選択肢のなかから最も優先す
べき適切なものを選ぶ，というものである。しかし，
アリソンの合理的行為者モデルには限界がある。例
えば，合理的行動をとるとはいっても，選択可能な
選択肢を全て検討するには十分な情報と時間がなけ
ればならないが，コスト的にも時間的にも不可能に
近いといったことである。ただ，合理的行為者モデ
ルについて，アリソンは「国家の安全保障上の利益
が焦点になっていること，国家の安全保障上何が要
請されるかにつき，共有された価値意識を背景にコ
ンセンサスが成り立っていること，行動が決定から
直接導き出されていると言えること－これらの条件
が充足されていれば，第一モデル（合理的行為者モ
デル）は有用である」と述べている５。海洋石油を
含む石油資源は，国家の安全保障上欠くことのでき
ない物資である。したがって，基本的には合理的行
為者モデルにより分析を行うものとするが，合理的
行為者モデルを補完するために，チャールズ・エド
ワード・リンドブロム（Charles Edward Lindblom）
の増分主義モデルも用いる。増分主義は，インクリ
メンタリズム（incrementalism）とも呼ばれる。通常，
政策決定は，前例を前提としてわずかな変化を遂げ
ながら進化していく。リンドブロムによれば，大き
な変化をもたらす決定について合意を勝ち取ること
は通常不可能であるため，政治的に可能である漸進
主義的な政策提案に限定して分析することは限られ
た時間とエネルギーを節約する方法であるとされ
る６。増分主義モデルによれば，政策は基本的には
過去の政策の延長であり，政策決定はこれらを前提
とした付加的で増分的な修正を行うべきというもの
である。増分主義モデルは現状とは少し違うことを
するだけであるから結果の予測の精度は高まり７，
分析の限界などの合理的行為者モデルの問題点を緩
和できる。
第１節　ECAFEの調査に関する政策
1.1　米国の動き
　1960年にOPECが設立されたことで，中東の産
油国に依存しない石油資源が求められるようにな
り，米国では1960年代後半にかけて海洋石油開発
への投資が増加していった８。また，海洋石油への
関心が一層高まっていくなかで，1960年代には米
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国の海洋科学技術関係の予算（鉱物資源，海洋調査
等）の急増がみられた。海洋石油への注目が集まり
出した，まさにこの頃，米国の海洋研究所のエメ
リー（Kenneth O. Emery）と日本の新野が，1961年
と1967年の論文で東シナ海の海洋石油の有望性を
指摘したのであった。海洋石油への関心が一層高
まる中，米国は1950年代から世界中の公海で行っ
ていた海洋石油の調査をECAFEの下部組織である
アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会（CCOP：
Committee for Co-ordination of Joint Prospecting for Mineral 
Resources in Asian Offshore Areas／以下「CCOP」とい
う。）に協力して東シナ海で行うことを1967年に提案
した９。この提案は了承され，1968年に米海軍の航空
機を使った空中磁気探査が行われた。その結果，東
シナ海に海洋石油の有望性が認められたことから，
米国は調査船による本格的な調査をCCOPに提案
し10，1968年秋に米国の調査船を使ったECAFEによ
る石油資源調査が東シナ海で行われた。このとき調
査船にはエメリーが乗船した。1968年の東シナ海の
石油資源調査は，形式的にはECAFEの下部組織であ
るCCOPが実施したことになっているが，ECAFEの
下部組織のCCOPは，実施機関ではなく，海洋石油
の調査に必要な船舶や機材は持ち合わせていなかっ
た。つまり，実質的には調査船や機材を提供した米
国が石油資源調査を実施したといえ，後述する日本
のECAFEによる石油資源調査への参加というのは，
米国による石油資源調査への参加に読み替える必要
がある。
1.2　通商産業省の動き
1960年代，日本のエネルギー需要は，高度経済成
長に伴う重化学工業の進展等によって急激に増大し
た。1962年には石油が石炭を抜いてエネルギー供
給の首位についた。その一方で，当時の世界の石油
埋蔵量と需要量から石油は約40年で枯渇すると予
測されていた。当時の世界的な傾向としては，新鉱
区の開発対象は，次第に内陸から大陸棚沖合に向か
いつつあり，石油発見の高い面積は，大陸棚の全面
積の17パーセントにあたる460万平方キロメートル
に及ぶと考えられていた11。このため，通商産業省
をはじめとした海洋開発の予算の増加は著しく12，
特に石油資源の調査を行う通商産業省の地質調査所
の予算は急激な増加を見せた13。通商産業省は，石
油開発の対象を未開発の海洋に向けていき，1966
年には浅海部の探鉱を主な内容とする第３次石油資
源開発５カ年計画を策定した。さらに，1967年に
は「石油開発公団法」を制定し，資本金の全額を政
府が出資する石油開発公団を設立した。当時の通商
産業省の認識は，日本周辺の大陸棚の開発は地下資
源の有効利用の点から好ましく，また，燃料源の安
全保障の見地から日本に近い地点での資源開発はき
わめて好ましい，というものであった14。通商産業
省は，海洋資源開発の先進国であった米国と協力を
進めた。1964年の日米の閣僚級の第３回日米貿易
経済合同委員会では天然資源の開発利用に関する日
米会議が設置された15。その後，1967年11月の佐藤
栄作総理とリンドン・ベインズ・ジョンソン大統領
（Lyndon Baines Johnson）との会談での共同コミュ
ニケにおいて，鉱物源として海洋の重要性が高まり
つつあるとして，海洋資源の利用のための調査及び
技術開発の日米協力を一層拡大することが表明され
た16。さらに，ジョンソン大統領は，1968年の特別
教書のなかでも，日本との海洋科学面での協力を強
く要望し，期待していると述べた17。1967年の佐藤
－ジョンソンの共同コミュニケを受けて，海底鉱物
資源に関する日米合同会議が定期的に開かれること
になったが，第１回目の日米合同会議を控えた日本
側の懸念は「米国に学ぶべきものはあっても提供し
うるものがあるか」ということであった18。つまり，
海洋開発の技術面で日本は他のECAFE諸国に比べ
れば優位ではあったが，1960年代の日本は米国に
比べれば技術的には到底及ばなかった。こうした状
況のなか，1968年に東シナ海の石油資源調査が行
われたのであった。
1.3　外務省の動き
　外務省は一科学技術分野専門のローカルな小さな
国際機関の有効性に疑いがあるとして，CCOPの設
立に当初強く反対したが，最終的には通商産業省の
地質調査所の強い希望もあって，日本としてCCOP
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の設置に賛成した19。その約２年後の1967年２月に
北海の大陸棚の境界をめぐる紛争が国際司法裁判所
（International Court of Justice／以下「ICJ」という。）
に付託され，1969年２月に ICJは判決を下した。判
決では境界画定の基本は，沿岸国の陸地領域の自然
延長の原則であると判示した20。ICJは大陸棚条約の
中間線論を否定し，中国などに有利な自然延長論を
支持する判決を下したのであった。それでは，外務
省は，ICJに問題が付託された1967年２月以降，日
本に不利な判決が出ることも念頭において，1967
年５月の米国による東シナ海の石油資源調査の提案
に何らかの対応をしたかというと，そうした形跡は
みられない。前述のとおり，1964年の日米の閣僚級
の委員会で天然資源の開発利用に関する日米会議が
設置され，1967年11月の佐藤総理とジョンソン大
統領との会談での共同コミュニケにおいて，海洋資
源の利用のための調査及び技術開発の日米協力を一
層拡大することが表明された。したがって，外務省
は，ICJの判決の行方に一抹の不安を覚えながらも
日米が協力して海洋石油開発を推進することを優先
したと考えられ，これはアリソンの効用関数で説明
できよう21。
1.4　ECAFEの調査までの日米の政策過程
　日本のECAFEの調査への参加に至る米国と日本
の政策過程はつぎのとおりとなる。
1.5　ECAFEの調査への参加とその政策過程分析
　外務省は，ECAFEの下部組織としてのCCOPの
設立提案があった1965年ころは，東シナ海の海洋
石油の開発に慎重な姿勢を見せていた。しかし，海
洋石油の利用のための調査や技術開発の日米の協力
が表明された，1967年11月の佐藤－ジョンソン会
談のすこし前あたりから，日米協力を最優先に考え
るという外交政策の転換を行ったようにみえる。そ
うした意味からは，通商産業省と外務省の東シナ海
の海洋石油に関する政策は，米国と協力しながら進
めていくという点では一致しており，通商産業省と
外務省の目的はそれぞれの所掌事務に応じて互いに
異なるものの，全体として見れば，日米協力という
点で，政府（通商産業省，外務省）を一枚岩として
扱い，合理的な行動をとると考えうる条件を満たし
　　　（出所）山田恒彦ほか『メジャーズと米国の戦略政策』22などを元に筆者作成
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たとみなすことができよう。つまり，日本政府は，
アリソンの合理的行為者モデルでいう，単一の合理
的な行為体と捉えることができると考えられる。合
理的行為者モデルでは，特定の状況下にある決定者
は，提示された幾つかの選択肢の中から合理的な選
択を行うとする。そして，合理的選択は政策決定者
の効用（行動の結果としての報酬または罰）の関数
において最高の結果をもたらす選択肢であるとされ
る。それでは，ここでECAFEの調査に関する選択
肢を考えてみると，
①　ECAFEの調査に参加する
②　ECAFEの調査の中止を求める
③　ECAFEの調査海域の変更を求める
④　ECAFEの調査に参加しない
の４つが考えられる。これらの選択肢について，エ
ネルギー政策および外交政策における関係を示すと
つぎのようになろう。
　それぞれの選択肢について説明を加えたい。ま
ず，②の選択肢であるが，そもそも米国がECAFE
に協力しようとしたのは，石油需要の増大と世界
的な資源ナショナリズムの高揚のなか，1960年に
OPECが設立されたことで，中東の産油国に依存し
ない，かつ未開発の石油資源を求めた結果にほかな
らない。そうした事情はそのまま高度経済成長期の
日本にも当てはまる。日本では1962年には石油がエ
ネルギー供給の首位につく一方で，石油は約40年で
枯渇すると予測されており，石油の確保について大
きな危機感や不安感が拡がっていたからである。ま
た，米国が提案したECAFEの調査に参加せずに米
国に協力しないというのは，米国の信頼を損ねかね
ず日米関係にとってマイナスである。したがって，
②の「ECAFEの調査の中止を求める」という選択
肢は考えがたい。
　つぎに，③の選択肢であるが，エメリーや新野が
豊富な石油資源の可能性を指摘したのは東シナ海の
大陸棚である。また，新たに豊富な石油資源を確保
しようとする米国の意向にも沿わない。したがっ
て，③の「ECAFEの調査海域の変更を求める」と
いう選択肢は考えがたい。
　それでは，④の選択肢はどうであろうか。日本政
府のうち，通商産業省の政策は，産油国の資源ナ
ショナリズムが高まりをみせ，かつ中東情勢が不安
定な中における高度経済成長を支える石油の安定供
給の確保であり，その政策は終始一貫していた。通
商産業省は，海洋石油の調査や技術開発について米
国との協力に努めた。世界で初めて海洋石油の開発
に成功した米国は，当時，世界最先端の海洋開発技
術を有している一方で，日本の海洋開発レベルは米
国の足元にも及ばないものであったし，石油開発は
成功する可能性が低い一方で莫大な費用を要するリ
スクの高い事業であった。このため，日本の石油会
社の多くが米系石油メジャーの技術力と資金力に期
待して資本提携していた。したがって，海洋石油の
開発について，米国との協力を進めた通商産業省の
政策は至極当然であったといえる。また，天然資源
の開発利用に関する協力は，1964年の日米閣僚会
議で合意済みであり，東シナ海における海洋資源の
開発について日米の協力を拡大したとしても，それ
は，新たな政策というわけではなく，既存の政策の
延長にある，僅かな変化に過ぎず，受け入れられる
ものであったと考えられる。このことはリンドブロ
ムの増分主義モデルで説明できる。また，日本が米
国と安全保障をはじめ，政治・経済等の幅広い分野
において協調し，対処していくことが外務省の採る
外交政策の基本方針であり，外交政策の優先順位の
第一は，米国との協力関係の維持発展であった。つ
まり，米国が海洋石油に着目し，ECAFEに協力し
て，東シナ海で石油資源調査を行うという提案に対
（注） すべての選択肢を合理的行為者モデルで分析。①の外交政策および④のエネルギー政策はわずかな変化
とし増分主義モデルでも分析
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して，外務省としてはこれに反対する選択肢はな
かったといえる。したがって，④の「ECAFEの調
査に参加しない」という選択肢についても考えがた
い。
　以上のことから，日本政府は，①の「ECAFEの
調査に参加する」という選択肢を採ったと考えられ
る。この場合，様々な問題が生じることが予想され
たであろうが，通商産業省は，東シナ海の石油開発
については水深の関係から直ちに着手することは技
術的に困難と認識しており，試掘成功率の低さも相
まって，ECAFEの調査に日本が参加しても，それ
はあくまでも調査（探鉱）にとどまり，商業生産ま
では程遠く，直ちに，大陸棚の資源問題を引き起こ
すことにはならないと判断していたと考えられる。
また，外務省も通商産業省と同様に海洋石油開発の
技術的な困難性を認識していたと考えられる。した
がって，探鉱から試掘を経て生産に至る石油開発に
伴う外交的な問題を一気に解決しようとするのでは
なく，ひとまず探鉱に問題を限定して，その後，外
交的な問題が拡大すれば，その都度補正的に改善し
て解決するという方法を採ろうとしたと考えられ，
これもリンドブロムの増分主義モデルで説明できよ
う。ここで注意が必要なのは，陸地から遠く離れ，
かつ水深が深い東シナ海の海底の石油を開発して，
パイプラインなどで陸地まで運ぶためにはコストが
かかりすぎて採算に合わず，不合理な選択ではない
かと誤解しがちであることである。しかし，通商産
業省の認識は，「燃料源の安全保障の見地から，日
本に近い地点での資源開発はきわめて好ましい」と
いうものであった。つまり，政情不安定な中東から，
インド洋，南シナ海（ベトナム戦争中），東シナ海
を経ての非常に長距離のシーレーンをタンカーで運
ぶことに比べれば，たとえコストがかかったとして
も，日本の近くの東シナ海からパイプラインなどで
運ぶ方が安全保障上のメリットが大きいという認識
であったのである。
第２節　日韓共同開発に関する政策
2.1　日韓共同開発にいたる政策過程
　日本側は，ECAFEの調査結果の公表前から，東
シナ海の石油資源開発に着手していた。1967年10
月，日本政府は，シェル興産から鉱業法に基づい
て申請されていた東シナ海大陸棚の鉱区を許可し
た23。また，日本石油開発は1968年12月に九州西方
の東シナ海に鉱区の申請を行い，帝国石油は1969年
と1970年に東シナ海の鉱区の申請を行った24。これ
らの日本の企業はいずれも石油メジャーと提携して
いた。西日本石油開発は英蘭系石油メジャーのシェ
ル社と，日本石油開発は米系石油メジャー（ソーカ
ル社，テキサコ社）の子会社のカルテックス社と，
帝国石油は米系石油メジャーのガルフ社と業務契約
を結んでいた25。日本石油開発は，資金面で米国の
カルテックス社と提携しつつ，探鉱作業は専門技術
を有する，米マンドレル社が実施することとなって
いた。しかし，1971年４月，米国政府は，中国の反
発を受けて，米系石油会社に対して，東シナ海，黄
海における石油開発作業を中止するよう勧告し，米
マンドレル社は東シナ海から撤退したことから，日
本石油開発は石油開発を一時見送らざるを得なく
なった26。このため，日本石油開発はフランスの石
油開発会社であるCGG社と契約して探鉱作業を行
うこととし，CGG社は1971年10月から約１ヶ月間，
東シナ海で探鉱を行った27。その結果，ECAFEの調
査結果と同様に，海底石油資源が有望であることが
判明した28。また，西日本石油開発は，五島列島沖
の福江１号井で1972年５月から試掘を開始し，相当
量の天然ガスと石油の噴出を確認した29。このよう
に日本側は，1960年代後半から韓国側に先駆けて
東シナ海の石油開発を進めていた。
　つぎに，韓国側であるが，日本企業に遅れて，韓
国側は1969年のECAFEの調査結果の公表後に石油
資源開発に着手した。韓国政府は，1970年１月１
日に海底鉱物資源開発法を公布した。1970年５月
30日には，同法に基づいて，韓国の大陸棚が大統領
令により指定され，７つの鉱区に区分された。韓国
が設定した鉱区のうち，第５鉱区，第６鉱区，第７
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鉱区は日本企業の出願鉱区と重複していた。とりわ
け韓国の第７鉱区は，九州の領海に極めて接近し，
日本側（日本石油開発）の出願鉱区とほぼ全面的に
重複していた。このことが日本と韓国が対立状態と
なる要因となった。日本と韓国の対立は，大陸棚の
境界画定に関して，韓国は自然延長論を，日本は中
間線論を採っていることを原因としていた。前年の
1969年２月には，北海の大陸棚の境界に関して，自
然延長論の立場にたった ICJの判決が出された。し
たがって，韓国は ICJの判決に自信を得て，九州西
方沖に第７鉱区を設定したと考えられる。日本は，
大陸棚条約にも示されているような日韓両国の等距
離中間線で境界を画定すべきと主張したが，日韓両
国の主張は平行線をたどり，日本側の申し入れに
よって，大陸棚の境界線に関する話し合いが，1970
年から1972年にかけて行われたが話し合いは進ま
なかった。そうした中，韓国政府は，1970年から
1971年にかけて第５鉱区から第７鉱区について欧
米の石油会社と開発の契約を締結した30。
　韓国は，朝鮮半島の西側でも海洋石油の開発を
進めたが，1971年初めから韓国の石油資源調査を
中国海軍の艦艇が妨害し始め，石油探査用のケー
ブルを切断するなどした31。中国の妨害行為を受け
て，1971年５月にはバーガー米国務省東アジア担
当副次官補が韓国を訪問し，中国との紛争海域での
探査中断を米系石油会社に要請したことを明らかに
し，韓国が単独で第７鉱区の開発に乗り出すことに
反対した32。また，米国務省は自国が石油探査船の
大半を保有している状況から，万が一，中国による
拿捕が行われた際に米国政府が関与しないことや，
探査作業に不可欠である人工衛星の利用を禁止する
方針を米系石油会社に伝えた33。米国務省の要請に
従って米系石油会社は東シナ海からは引き揚げたが
黄海では作業を続けた。これに対して，中国は，海
軍の艦艇を米石油会社の掘削船の近くに威嚇的に居
座らせ，中国の海底資源を略奪しようとしていると
して韓国政府を激しく非難した。米系石油会社は中
国が激しく反発した後，黄海での試掘作業を中止し
た。韓国側の鉱区が，完全に日韓中間線以南の日本
側の大陸棚に設定された問題については，日韓間
でその解決のための協議が進められることとなっ
た34。1972年９月６日の第６回日韓定期閣僚会議に
おいて，韓国側から，両国の法律的主張は棚上げに
して，両国の主張が重複している区域について両国
が共同開発を行う構想が提示され35，日本側も境界
画定に関する法的立場を留保しつつ，実質的解決と
して共同開発に応じることとなった36。1974年１月
30日，北部協定と南部協定はソウルで署名された。
北部協定と南部協定を合わせて日韓大陸棚協定と通
称される。南部協定は，署名・批准・発効の日付は
北部協定と同一であるが，大陸棚境界画定に関する
両国の立場を害しない，すなわち境界画定を棚上げ
して石油・天然ガス資源の共同開発についてのみ細
目にわたり協定したという点が本質的に北部協定と
は異なっている。南部協定で規定された日韓の共同
開発区域は，韓国の第７鉱区とほぼ重複し，日韓中
間線の日本側で，かつ日中中間線の日本側に設定さ
れた。当時の外務省アジア局次長は，日本側が慎重
に測定した日中中間線を採用しており，中国の権利
は侵していないと国会で答弁した37。南部協定の前
文では，日韓両国の友好関係の助長および共通の利
益の考慮がうたわれた。また，南部協定では共同開
発区域において日本と韓国のどちらの法令を適用す
るかは，９つに分けられた小区域の操業管理者が日
韓のいずれの国の開発権者によって決定されること
になっており調整は難航した。最終的には探鉱段階
の操業管理者と生産段階の操業管理者を分け，くじ
引きで日韓両国が均等になるように決定された。共
同開発区域は，日本と韓国の主権を棚上げした区域
であることから，両国のどちらの法令を適用するか
が問題となるが，災害防止や海洋環境の汚染防止等
を図るうえでも，どちらの国の法令も適用しないと
いうことはできない。逆に，両国の法令を重複して
適用すれば，規制を受ける側の負担は過度となり，
事業の円滑な遂行が妨げられかねない。したがっ
て，９つに分割された小区域の中で，日本の開発権
者が操業管理者として指定された場合は日本の法令
が，韓国の開発権者が操業管理者として指定された
場合は韓国の法令が適用されることが規定された。
そして，費用については日本と韓国の開発権者の間
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で等分に分担し，双方の開発権者は得られた利益に
ついて等分の分配を受けることとされた。さらに，
南部協定の第28条では，「この協定のいかなる規定
も，共同開発区域の全部若しくは一部に対する主権
的権利の問題を決定し又は大陸棚の境界画定に関す
る各締約国の立場を害するものとみなしてはならな
い」と規定され，大陸棚の境界画定の問題を棚上げ
して共同開発を行うものであり，大陸棚に関する両
国の主権の問題を解決したものではないことを明確
にした。日韓共同開発にいたる政策過程は上記のと
おりである。
2.2　日韓共同開発にいたる政策過程分析
　日本政府内では，韓国の単独開発を阻止するとい
う点で，通商産業省と外務省の政策は一致していた
といえる。通称産業省は，日韓中間線よりも日本側
に設定された韓国の第７鉱区で開発が始まれば，日
本の石油資源が韓国側に搾取されることになり，石
油の安定供給の確保にマイナスとなるばかりでな
く，日本の石油業界が得るべき利益をみすみす失い
かねなかった。したがって，エネルギー政策上も韓
国の単独開発を阻止することが通商産業省の至上命
題であったといえる。また，外務省にとっても，韓
国が第７鉱区で単独で開発を始めれば，日本国内の
資源ナショナリズムを刺激して日韓関係が悪化しか
ねなかった。こうしたことから，全体として見れ
ば，韓国の単独開発阻止という点で，政府（通商産
業省，外務省）を一枚岩として扱い，合理的な行動
をとると考えうる条件を満たしたとみなすことがで
きよう。つまり，前節と同様に，海洋石油という安
全保障上，重要な戦略物資が争点となっていること
もあり，アリソンの合理者決定モデルでいう，単一
の合理的な行為体と捉えることができる。合理的行
為者モデルで日韓共同開発に至る政策過程を分析す
るにあたり，韓国による第７鉱区の単独開発の動き
に対しての選択肢としては，
①　韓国と共同開発を行う
②　日本が単独開発を行う
③　韓国の単独開発を現場で妨害する
④　韓国の単独開発を容認する
　　　（出所）小田滋「日韓大陸棚協定の締結」38などを元に筆者作成
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の４つが考えられる。これらの選択肢について，エ
ネルギー政策および外交政策における関係を示すと
つぎのようになろう。
　それぞれの選択肢について説明を加えたい。ま
ず，②の選択肢であるが，日韓中間線より日本側で
日本が単独開発を行う場合，どのようなことが想定
されるであろうか。日本側の石油資源を不当に搾取
しようとした韓国に対して，日本が毅然たる態度を
とったとして，世論の一時的な支持は得られたかも
しれないが，反射的に韓国側のナショナリズムを刺
激することになる。したがって，日韓関係は極度に
悪化したに違いなく，冷戦期に西側諸国の結束を目
指していた米国は大きな不満を示し，日米関係も悪
化したであろう。また，開発作業に対する韓国や中
国の妨害活動により石油の確保もままならなかった
かもしれない。
　つぎに，③の選択肢であるが，開発の現場海域に
おける妨害は，韓国に対して，中国が，石油調査船
のケーブルを切断したり海軍艦艇を用いて威嚇した
手法と同じである。中国と同じようなことを日本が
韓国に対して行ったらどのような事態になるであろ
うか。日本の威嚇的な行動に韓国の世論は沸騰し，
日韓関係は極度に悪化したに違いなく，日本と韓国
の双方の同盟国である米国は，大いに不満を示して
日米関係も悪化したであろう。
　それでは，④の選択肢はどうであろうか。日韓中
間線よりも日本側に設定された第７鉱区における韓
国の単独開発を容認した場合，日本の石油資源が減
少することによりエネルギー政策上はマイナスであ
るとともに，日本側の石油資源が韓国側に搾取され
るとして日本国内のナショナリズムが高まりをみせ
て日韓関係は悪化したであろう。また，韓国との関
係悪化に不満を示すであろう米国との関係も悪化し
たであろう。
　以上のことから，日本政府は，単独開発と比べる
と日本の取り分は減るかもしれないし，中国から抗
議が行われ日中外交という点ではマイナスではあっ
たが，最善の選択として，①の「日韓中間線より日
本側で韓国と共同開発を行う」という合理的な選択
肢を採ったと考えられる。
第３節　日中共同開発に関する政策
3.1　日中共同開発に向けた政策過程
　日中共同開発に向けた政策過程はつぎのとおりで
ある。
　下記の年表には第一次オイルショックと記述し
た。1973年10月の第四次中東戦争の勃発により，原
油の生産制限と輸出価格の大幅な引き上げが行われ
たわけであるが，当時，日本はエネルギー資源の約
８割を輸入原油に頼っていたことから，その価格高
騰と供給支障に対する不安が交錯し，社会は大混乱
に陥った。第一次石油ショックは日本の社会経済に
大きな影響を与え，それまでの好景気を一変させ
た41。原油の値上がりはガソリンなどの石油関連製
品の値上げに直結し，物価は瞬く間に上昇した。急
激なインフレはそれまで旺盛だった経済活動にブ
レーキをかけ，1974年度の日本経済は戦後初めて
マイナス成長となり高度経済成長期はここで終わっ
た。第一次オイルショックによって石油供給不足の
脅威を経験した日本は，エネルギーの安定的な供給
を確保することを国の将来を左右する最重要課題と
位置づけ，極めて脆弱なエネルギー供給構造を改善
するため所要の施策を行ったが，日中共同開発が国
会等で議論されたのは，まさに第一次オイルショッ
クを受けて，日本国内で石油の安定供給が議論され
ていた時期と重複する。したがって，日本が日中共
同開発へ指向していった政策過程と第一次オイル
（注） 　すべての選択肢を合理的行為者モデルで分析。共同開発はわずかな変化ではないとし増分主義モデルで
は分析せず
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ショックは密接不可分といえる。
　また，上記の年表には「外務省によるGRITの実
施」とも記述したが，GRITとは米国の心理学者C・
E・オズクッド（Charles Egerton Osgood）によって
考案された「段階的交互的緊張緩和措置（Graduated 
and Reciprocal Initiatives in Tension reduction）」のこ
とである42。「段階的交互的緊張緩和措置」によれば，
国家間の緊張が国際紛争に進行するのを防ぐため，
まず一国が一方的に小規模な友好的ジェスチャーを
示して，相手国の反応を待つ。相手国が友好的な反
応を示せば，さらにやや規模の大きな友好的行為を
行い，この積み重ねによって，当初存在しなかった
コミュニケーションと相互信頼を打ち立てるという
ものである。当時の政策過程を確認してみると，外
務省がこのGRITを粘り強く行い，日中共同開発に
中国の関心を向けさせていったようにみえる。
3.2　日中共同開発に向けた政策過程分析
　日本政府内では，中国の大陸棚に関する抗議の問
題を解決するという点で，通商産業省と外務省の政
策は一致していたといえる。通商産業省は，中国の
抗議問題が解決できない場合には，日韓共同開発の
円滑な実施ができなくなることを憂慮したであろ
う。また，外務省は，1972年の日中共同声明におい
て，ようやく中国との国交正常化を果たしたのであ
るから，中国との関係悪化は極力回避したかったに
違いない。こうしたことから，全体として見れば，
中国の抗議問題の解決という点で，政府（通商産業
省，外務省）を一枚岩として扱い，合理的な行動を
とると考えうる条件を満たしたとみなすことができ
よう。したがって，前節と同様に，海洋石油という
安全保障上，重要な戦略物資が争点となっているこ
ともあり，アリソンの合理者決定モデルでいう，単
一の合理的な行為体と捉えることができよう。合理
的行為者モデルで日中共同開発に指向していった政
策過程を分析するにあたり，中国の抗義に対しての
選択肢としては，
①　中国と共同開発を行う
②　中国の抗議を無視して日韓共同開発を進める
③　日中中間線より日本側での開発を拡大する
④　日韓共同開発を中止する
の４つが考えられる。これらの選択肢について，エ
　　（出所）国会会議録39，『人民日報』40などを元に筆者作成
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ネルギー政策および外交政策における関係を示すと
つぎのようになろう。
　それぞれの選択肢について説明を加えたい。大陸
棚の境界に関する中国の主張は，日本の採る中間線
論ではなくて自然延長論である。ICJは北海大陸棚
の境界問題に関して1969年に自然延長論の立場に
たった判決を下した。そのことを前提として②の選
択肢を考えたい。中国の抗議を無視し，東シナ海の
大陸棚の石油資源に関して，中国との間で何らの手
立てをとることもなく，日韓共同開発を進めようと
した場合には，日韓の外交関係にはプラスであった
であろうが，中国の激しい抗議が行われ日中の外交
関係にはマイナスであったであろう。そして，中国
は，自然延長論の立場にたった国際判例をもとに，
強硬な態度を打ち出したとしても国際世論の支持は
得られると判断して，韓国に対して行ったように，
調査船のケーブルを切断したり，中国海軍の艦艇を
現場近くに船位させて威嚇するなどして開発作業の
妨害を行ったかもしれない。その場合，日中関係は
極度に悪化するとともに，妨害活動によって開発作
業も円滑に行うことができず，第一次オイルショッ
クでその重要性が再認識された国内石油のさらなる
確保もままならなかったであろう。また，中国との
関係改善に努めていた米国の信頼も失って日米関係
も悪化したであろう。
　つぎに，③の選択肢であるが，日中中間線よりも
日本側での開発を日韓共同開発区域外にも拡大し
て，中間線論の既成事実化を図ろうとした場合も，
上記②と同じく，日中関係は極度に悪化するととも
に，中国が韓国に対して行ったように中国の妨害活
動によって開発作業も円滑に行うことができず，第
一次オイルショックでその重要性が再認識された国
内石油のさらなる確保もままならなかったであろ
う。また，対中関係の悪化に伴って日米関係も悪化
したであろう。
　それでは，④の選択肢はどうであろうか。日韓共
同開発を中止した場合には中国の抗議はなくなり，
日中関係は改善したであろう。日米関係についても
対中国という点に限ればマイナスにはならなかった
であろう。しかし，第一次オイルショックでその重
要性が再認識された国内石油のさらなる確保ができ
なくなるばかりか，韓国の単独開発を引き起こしか
ねず，その場合，日韓関係は悪化し，対韓国という
点での日米関係は悪化したであろう。
　以上のことから，日本政府は，大陸棚の境界問題
で国際判例上不利な状況の中，中国の激しい抗議を
かわして対中関係の悪化に歯止めをかけるととも
に，第一次オイルショックで顕在化した国内石油の
不足を補うため，単独開発と比べると日本の取り分
は減るかもしれないが，関係国との外交関係を考慮
しながら，①の「中国と共同開発を行う」という合
理的な選択肢を採ったと考えられる43。
第４節　むすび
本論文では，⑴東シナ海における日中の緊張状態
の発端である1968年のECAFEの調査に日本が参加
したこと，⑵日本が日韓共同開発を行ったこと，⑶
日本が日中共同開発を指向したこと，の３点につい
て，合理的行為者モデルと増分主義モデルを用いて
その政策過程を分析した。特に⑶については，⑵の
日韓共同開発をとおして日中共同開発へ指向して
いった過程を見るという，先行研究にはみられない
手法でその政策過程の分析を試みた。その結果，⑴
については，石油の枯渇が危惧される中，高度経済
成長期の日本が石油の安定供給を確保するために米
系石油メジャーの技術力や資金力に期待するととも
に，日米首脳レベルで合意した海洋石油に関する協
（注） 　すべての選択肢を合理的行為者モデルで分析。共同開発はわずかな変化ではないとし増分主義モデルで
は分析せず
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力を履行するため，ECAFEの調査への参加という
合理的な政策を採ったと分析した。また，⑵につい
ては，ICJが大陸棚の境界について日本に不利な自
然延長論の立場にたった判決を下したあと，韓国が
日韓中間線よりも日本側で単独開発の動きをみせる
なか，これを容認すれば日本の石油資源が減少し日
本国内のナショナリズムが高まりをみせて日韓関係
は悪化し，逆に，韓国側の開発を妨害したり日本が
単独開発すれば韓国側のナショナリズムを刺激する
おそれがあった。こうした状況を踏まえ，日韓関係
に関する大局的な観点から，合理的な選択として大
陸棚の主張を棚上げした日韓共同開発という政策を
採ったと分析した。最後に⑶であるが，日本は世界
でも例を見ない韓国との共同開発の合意到達と第一
次オイルショックで顕在化した国内石油の不足問題
を踏まえ，国際判例上優勢であった自然延長論の立
場の中国に対して，外交関係も考慮しながら，合理
的な政策の選択として共同開発を指向していったと
分析した。その際，外務省がGRIT（段階的交互的
緊張緩和措置）を中国側に対して行い，日中共同開
発へ中国の関心を向けさせたことも確認した。
自然延長論が優勢であった当時の政策過程分析は
以上のとおりであるが，その後は中間線論が優勢で
あり44，こうした変化を踏まえた政策過程分析が今
後の課題である。
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